
就実大学大学院・就実大学・就実短期大学の中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況

学科名：教育開発・産学官地域連携センター 平成29年3月31日

平成２８年度計画 平成２８年度実行内容

（左欄の具体的な取組・実行内容に
基づいて計画する。さらに、新たな
取り組み等について計画実行する）

（平成２７年計画の具体的実行内容
を具体的に期限やレベルなど数値目
標を挙げて定量的に記載する）

年度の中間および年度末に計画の
達成状況を評価する。

理念・目的を適切に設定し、そ
の適切性について、定期的に検
証する。

文部科学省のガイドラインに基づく
３ポリシーを策定し、３月迄にＨＰ
で公表する。毎年度自己点検改善委
員会が点検し、必要な改善を行う。
（教育開発センター）

最初に教育開発センターと教学執行
部会議で全学案を作成し、案に対す
る各学部からの意見を踏まえ最終的
に作成する。（教育開発センター）

平成29年2月教育研究評議会の議を
経て、最終的に作成を完了した。
作成した３ポリシーは、３月中に
ＨＰに掲載する。

〇 ◎

理念・目的を大学構成員（教職
員および学生）に周知し、社会
に公表する。

文部科学省のガイドラインに基づく
３ポリシーを策定し、３月迄にＨＰ
で公表する。（教育開発センター）

最初に教育開発センターと教学執行
部会議で全学案を作成し、案に対す
る各学部からの意見を踏まえ最終的
に作成する。（教育開発センター）

平成29年2月教育研究評議会の議を
経て、最終的に作成を完了した。
作成した３ポリシーは、３月中に
ＨＰに掲載する。

〇 ◎

教員の資質の向上を図るため
に、教育研究活動等の評価を実
施する。

平成２９年度（Ｈ２８実績）大短教
員業績評価を試行的に実施する。
（理事長戦略室）

職員評価審査委員会及び教員評価検
討ＷＧで検討したうえで、評価基準
等を策定し、評価を実施する。（理
事長戦略室）

教学執行部会議を経て、各学部に
新年度用の評価基準等の策定と現
行の評価基準に基づく評価の実施
を依頼している。（理事長戦略
室）

△ 〇

教育目標に基づく学位授与方針
（ディプロマポリシー）を設定
し、修得すべき学習成果を明示
する。

全学としてのポリシーを作成し、３
月迄にＨＰ等で公表する。（教育開
発センター）

全学のポリシーを教育開発センター
と教学執行部会議の責任で作成し、
ＨＰで公表する。（教育開発セン
ター）

平成29年2月教育研究評議会の議を
経て、最終的に作成を完了した。
作成した３ポリシーは、３月中に
ＨＰに掲載する。

〇 ◎

教育目標・学位授与方針に基づ
く教育課程の編成・実施方針
（カリキュラムポリシー）を設
定し、科目区分、必修・選択の
別、単位数等を明示する。

全学としてのポリシーを作成し、３
月迄にＨＰ等で公表する。（教育開
発センター）

全学のポリシーを教育開発センター
と教学執行部会議の責任で作成し、
ＨＰで公表する。（教育開発セン
ター）

平成29年2月教育研究評議会の議を
経て、最終的に作成を完了した。
作成した３ポリシーは、３月中に
ＨＰに掲載する。
また、教養教育改革ＷＧを設置
し、あるべき姿を追求すると共に
実施体制にも踏み込んだ検討を行
い、ＷＧとしての答申を年度内に
とりまとめる。

〇 ◎

学長
評価

担当者
評価

計画達成状況
　部局および学科における２８年度計画と実行計画

［理念・目的］
建学の精神、教育の理念に基づ
き、人材育成の目的、その他の教
育研究上の目的を適切に設定し、
公表する。

［教員・教員組織］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、求める教員像や教員組
織の編制方針を明確にし、それに
基づく教員組織を整備する。

［教育内容・方法・成果］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、教育目標を定め、それ
に基づき学位授与方針および教育
課程の編成・実施方針を明示し、
十分な教育上の成果を上げるため
の教育内容と方法を整備・充実さ
せ、学位授与を適切に行う。

部局名（学部又は事務部）： 　ＩＲ･企画室

中　期　計　画
中期計画期間中の具体的な取

組・実行内容



教育目標、学位授与方針および
教育課程の編成・実施方針を大
学構成員（教職員および学生）
に周知し、社会に公表する。

全学としてのポリシーを作成し、３
月迄にＨＰ等で公表する。（教育開
発センター）

全学のポリシーを教育開発センター
と教学執行部会議の責任で作成し、
ＨＰで公表する。（教育開発セン
ター）

平成29年2月教育研究評議会の議を
経て、最終的に作成を完了した。
作成した３ポリシーは、３月中に
ＨＰに掲載する。
また、外部有識者を交えた「大学
改革に関する地域連携懇談会」を
開催し、客観的な３ポリシーの検
証を行った。

〇 ◎

［学生の受け入れ］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、学生の受け入れ方針を
明示し、その方針に沿って適切な
入学者選抜制度により公正な受け
入れを行う。（留学生を含む）

求める学生像、学生の受け入れ
方針（アドミッションポリ
シー）を明確化し、受験生に周
知する。

全学としてのポリシーを作成し、３
月迄にＨＰ等で公表する。（教育開
発センター）

全学のポリシーを教育開発センター
と教学執行部会議の責任で作成し、
ＨＰで公表する。（教育開発セン
ター）

平成29年2月教育研究評議会の議を
経て、最終的に作成を完了した。
作成した３ポリシーは、３月中に
ＨＰに掲載する。
また、留学生の受入等に関して岡
山外語学院と覚書を締結する予定
である。

〇 ◎

学生に対する修学支援、生活支
援、進路支援に関する方針を明確
化にする。

本学の全学生を対象した学生生活実
態調査を実施し、本学学生に必要な
支援方策を検討する。（教育開発セ
ンター）

今年中に調査と分析を行い、「報告
書」としてまとめる。（教育開発セ
ンター）

平成29年2月に「報告書」を作成
し、現在各学科別に細かな分析を
行い、具体的な学生支援策を検討
している。
また、学生が学生を支援するＳＡ
制度を規程化し、組織的な取組と
して定義付けた。なお、今後広範
囲なサポートシステムを構築して
いくかが課題となっている。
関連して、クラス担任の役割を明
確にしたハンドブックを作成し
た。

〇 〇

学生学修意欲喚起や学修時間の
確保に向けての学修e-ポートフォリ
オの導入で、学修支援を推進す
る。

新入生を対象した「学生基礎力調
査」を実施し、これから学生がどう
成長するかを見ると共に、他大学で
の実践例などを参考に学生の成長を
促す方策を講ずる。（教育開発セン
ター）対象に実施する「学生基礎力
調査」のデータを「学生カルテ」又
は「e-ポートフォリオ」で活用する
ことを検討するなど、学修支援の具
体的な方策を探る。（教育開発セン
ター）

学生の成長に結びつく方策（データ
の活かし方）をe-ポートフォーリオ
委員会で検討し実行する。（教育開
発センター）

平成28年4月に実施した「学生基礎
力調査」結果を「学生カルテ」に
ＰＤＦデータとして投入する。

〇 〇

留年者および休・退学者の状況を
把握し、低減に向けての部局での
方策を検討し、適切に対処する。

留年者、退学者等に関するデータを
分析・整理した上で、関係部署に解
りやすくデータを提供し、留年者、
退学者を減らす方策を探る。（ＩＲ
企画室）

出身高校別、入試区分別、ＧＰＡス
コア別等具体的に分析し、改善のた
めの方策を探る。（ＩＲ企画室）

平成28年１月に分析結果を示し
て、各学科毎に対応している。関
連して、初年次教育の充実と新た
な教養教育改革のため、教育開発
センター内にＷＧを設置し、検討
中である。

△ 〇

［学生支援］
学生が学修に専念し、安定した学
生生活を送ることができるよう、
修学支援、生活支援および進路支
援を適切に行う。

［教育内容・方法・成果］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、教育目標を定め、それ
に基づき学位授与方針および教育
課程の編成・実施方針を明示し、
十分な教育上の成果を上げるため
の教育内容と方法を整備・充実さ
せ、学位授与を適切に行う。



［社会連携・社会貢献］
グローバル化を推進すると共に、社
会との連携と協力に配慮し、教育研
究の成果を広く社会に還元する。

産・学・官等との連携方針や地域
社会・国際社会への協力方針を明
確にする。

これまでの連携実績を踏まえ、平成
２８年度の連携方針をセンター運営
委員会で決定し、具体的な連携を進
める。（産学官地域連携センター）

岡山県立大学のＣＯＣ＋事業に参加
するなどこれまでの連携を深める視
点で、本学にとって有効な連携策を
具体的に順次実施する。（産学官地
域連携センター）

岡山県立大学のＣＯＣ＋事業に参
加するなかで、本学がリードする
形で真庭におけるコモンズでの講
演等含めて、大きく地域社会との
連携を前進させた。

◎ ◎

全学的な教育・研究活動や管理運
営に必要となる学内外情報のデジ
タル化により、情報（ＩＲ）機能の強
化、システムや制度の整備と運用
を図る。

学内情報を中心として、各種データ
をグラフ化するなどして解り易い
「見える化」を図り、提供する。こ
うしたことを通じ大学改革を促進す
る。（ＩＲ企画室）

教学執行部会議や改革委員会等に逐
次データを解りやすいものに加工し
て提供すると共に、執行部等の要請
により必要なデータを収集・分析し
て提供する。（ＩＲ企画室）

教学執行部会議や教育開発セン
ター運営委員会を中心にデータ加
工したものを逐次提供している。
学生生活実態調査結果を解りやす
いポスターにして学内の教職員、
学生（掲示）に提供した。更に執
行部会議の要請によりデータ収
集・分析をして提供している。
（ＩＲ企画室）

◎ ◎

教学ガバナンス体制の整備による
本学管理運営を強化し、組織的活
動の活性化を計る。

各種政策提案を多面的に評価・分析
し、学長のリーダーシップの下、適
正な組織的活動をサポートする。
（ＩＲ企画室）

教学執行部会議や改革委員会等で組
織改革等を検討する際に、必要な
データ・情報を適宜提供する。（Ｉ
Ｒ企画室）

ＩＲ・企画室として、教学執行部
会議で議事要旨等作成する事務的
対応意外に、会議での積極的意見
の表明や必要な提案を随時行って
いる状況にある。

〇 ◎

学生の成長に繋がる教育改革を
推進し、教育力の飛躍的向上によ
る就実教育ブランドを確立する。

新入生を対象した「学生基礎力調
査」を実施し、これから学生がどう
成長するかを見ると共に、他大学で
の実践例などを参考に学生の成長を
促す方策を講ずる。（教育開発セン
ター）

調査を設計した業者（ベネッセ）に
も情報を求め、他大学での実践例等
も参考にして方策を探る。（教育開
発センター）

学生の授業外学修時間の伸びに効
果有りとの調査報告もあり、引き
続き「学修行動調査」を実施す
る。

〇 〇

大学生活・活動環境の整備と就学
支援の強化により、学生の満足度
を向上させる。

本学の全学生を対象した学生生活実
態調査を実施し、本学学生に必要な
支援方策を検討し、効果的で有用な
学生支援を実施する。このことによ
り学生満足度が向上することを期待
する。（教育開発センター）

学生実態調査結果を報告書にまと
め、本学学生の要求する学生支援を
見極めて、学生委員会等が役割を果
たす。（教育開発センター）

平成29年2月に「報告書」を作成
し、現在各学科別に細かな分析を
行い、具体的な学生支援策を検討
している。

〇 ◎

地域再生・イノベーション創出の核
となる教員研究力や社会貢献力を
飛躍的に向上させる。

文科省私大研究ブランディング事業
への申請を検討するなかで、本学ら
しい地域貢献と地域のイノベーショ
ン創出に積極的に関与していく。
（産学官地域連携センター）

複数学部が関与する事業計画を考
え、具体的に地域との連携も含めて
実現させるべくセンターを中心に検
討する。（産学官地域連携セン
ター）

文科省私大研究ブランディング事
業への申請（複数学部関与）を考
え、具体的に地域との連携も含め
て実現させるべくセンターを中心
に検討中である。（産学官地域連
携センター）

〇 〇

【平成28年度大学・短大の主要事業計画と改革の重点事項】

［特色ある取り組み］
主体となる学生自身が大学生活で
成長を実感できるように、ビジョ
ンとミッションを明確にしてPDCA
サイクルを機能させ、学内外の変
化に目を向けた大学改革を着実に
実行する。

［管理運営・財務］
大学の機能を円滑かつ十分に発揮
するために、明文化された規定に
基づき適切な管理運営を行い、ま
た、教育研究を支援しそれを持・
向上させるために、適切な事務組
織を設置して、必要かつ十分な財
政的基盤を確立し、財務を適切に
行う。


